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住民税のポイント1
住民税は、「均等割」「所得割」「利子割」「配当割」「株式等譲渡所得割」の5種類から
なります。

POINT

1 　住民税の種類
①均等割
　非課税の要件に該当しない限り、納税者の所得金額の多寡にかかわらず一定額が課
されます。住民税の均等割額の標準税額は、下表のとおりです。2024年度より、森林
環境税が市区町村において課税されます。

区分 標準税額 森林環境税 合計

道府県民税または都民税 1,000 円 ー 1,000 円

市町村民税または特別区民税 3,000 円 1,000 円 4,000 円

②所得割
　納税者の前年中（退職所得を除きます）の所得金額に応じて課されます（税率10％、
分離課税の所得については、それぞれの税率）。住民税の所得割額の計算の仕組みは、
所得税とほぼ同じです。
③利子割
　預貯金等の利子等に課されます。利子割は利子等に対し５％の税率で課され、利子
等の支払をする者がその支払の際に徴収し、納付します。
④配当割
　一定の上場株式等の配当等に課されます。配当割は配当等に対し５％の税率で課さ
れ、配当等の支払をする者がその支払の際に徴収し、納付します。
⑤株式等譲渡所得割
　特定口座（源泉徴収あり）内の上場株式等の譲渡益に課されます。株式等譲渡所得
割は譲渡益に対し５％の税率で課され、金融商品取引業者等が譲渡対価等の支払の際
に徴収し、納付します。

 　住民税（均等割、所得割）非課税の人2

　以下に該当する人は、住民税の「均等割」・「所得割」の両方が非課税とされます。
①生活保護法の規定による生活扶助を受けている人
②�障害者・未成年者・寡婦またはひとり親 P.19 （扶養する子を持つ寡婦または寡夫）
で前年の合計所得金額が135万円以下であった人
③�前年の合計所得金額が各市区町村で定める金額以下の人
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所得税と住民税の違い2
住民税の「所得割」は、地方税法において特別の定めがある場合を除き、所得税と
同様の手順で所得金額を計算します。税率は一律10%です。

POINT

　住民税の「所得割」は、所得税と以下の点で異なります。

相違する項目 内容

1 確定申告の要否

以下に該当するときは、所得税においては申告不要とすることができますが、
住民税においては申告しなければなりません。
①�　給与所得者（給与年収 2,000 万円以下の年末調整対象者に限る）で給与所
得および退職所得以外の所得金額の合計額が 20万円以下の場合

②�　年金受給者（公的年金等の収入金額が 400万円以下の者に限る）で公的年
金等に係る雑所得以外の所得金額の合計額が 20万円以下の場合

2 課税対象年
所得税はその年分の所得金額に基づいて課税される（現年所得課税）のに対し、
住民税は前年分の所得金額に基づいて課税されます（前年所得課税）。
ただし、退職所得については、住民税も支払いを受けた年に課税されます。

3 配当所得に対する課税
未上場株式および上場株式等のうち大口株主が受取る少額配当については、所
得税においては申告不要とすることができますが、住民税においては、申告し
なければならず、総合課税・配当控除の対象となります。

4 割引債の償還差益に対する課税
一律分離課税の適用を受ける割引債（2015年 12月 31日までに発行された割
引金融債など）の償還差益は、所得税においては他の所得と区分して源泉分離
課税がされますが、住民税においては課税の対象とはなりません。

5 損失金額の繰越控除と繰戻し還
付

所得税において青色申告者は純損失の繰戻し還付が認められていますが、住民
税においては純損失の繰戻し還付は認められておらず、純損失はすべて繰越控
除となります。

6 所得控除額の計算
以下の控除額は、所得税の所得控除額より小さくなります。
生命保険料控除・地震保険料控除・障害者控除・寡婦控除・ひとり親控除・勤
労学生控除・配偶者控除・配偶者特別控除・扶養控除・基礎控除

7 調整控除（人的控除額の差に基
づく負担増の減額措置）

所得税と住民税における人的控除（扶養控除や配偶者控除など、その人の状況
に基づく所得控除）金額の差については、住民税の計算上、一定の減額措置が
講じられています。

8 税額控除
住民税の税額控除には、配当控除、外国税額控除、寄附金税額控除（※）およ
び住宅ローン控除などがあります。所得税の税額控除とは、計算方法や範囲な
どが異なります。

※�住民税における寄附金税額控除の対象となる寄附金の範囲は、都道府県、市区町村等に対するものに限られるなど、所得税よりも
狭くなっています。
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①�所得税の確定申告書を提出した人および年末調整を受けた人は、住民税の申告
書を提出する必要はありません。
②�住民税の納税方法には、普通徴収と特別徴収の2つの方法があります。一般的
には、給与所得者は特別徴収の方法により、それ以外の者は普通徴収の方法に
より徴収されます。

POINT

1 　住民税の申告
①住民税の課税の仕組み
　所得税が申告納税方式であるのに対し、住民税は賦課課税方式です。
　賦課課税方式とは、課税する者（市区町村）が税額を計算し、これを納税義務者に納
税通知書により通知し、その通知によって定められた期限までに納税する方法です。
②住民税に関する申告書の提出
　住民税は賦課課税方式であるため、市区町村が適正な所得計算や税額計算を行うた
めの課税資料が必要であることから、前年中に所得がなかった人など一定の場合を除
き、住民税の申告書を提出することとされています。

提出期限 前年中の所得について 3月 15日まで

提出先 その年の 1月 1日現在における住所地の市区町村

③住民税に関する申告書の提出が不要となる人
　所得税の確定申告書を提出した人および年末調整を受けた人は、住民税の申告書を
提出したものとみなされるため、改めて住民税の申告書を提出する必要はありません。
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 　住民税の納付2

　住民税の納税方法には、普通徴収と特別徴収の2つの方法があります。

納税方法 対象者の例示 内容

普通徴収 事業所得者

・�市区町村が納税通知書の交付により税額を納税者に通知することに
よって徴収する方法
・�通常、年税額を 4等分して、6月、8月、10月、翌年 1月に納付（一
括納付も可能）

特別徴収
（※ 1）
（※ 2）

給与所得者
・源泉所得税の徴収方法に準じて徴収する方法
・�年税額を 12回に分けて、通常その年の 6月から翌年 5月まで、毎月
給与の支払いの際に徴収

※ 1　�給与所得者（サラリーマン）は、給与所得以外の所得（株式売却益・不動産売却益等）に係る住民税の所得割額の徴収方法
について、住民税の申告書または所得税の確定申告書（住民税に関する事項の附記欄）で普通徴収を選択することが可能です。

※ 2　�老齢等年金給付を受けている65歳以上の一定の者については、老齢等年金給付から住民税が特別徴収されます。

　なお、2024年度分個人住民税の定額減税については、 P.23 をご参照ください。

3 住民税の申告と納付 第2節　住民税
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ふるさと納税制度4
①�都道府県・市区町村に2,000円を超える金額の寄附をすると、その超えた部分
について、所得税では寄附金控除、住民税では寄附金税額控除の適用を受けら
れます（ただし控除額には上限があります）。
②�寄附先の都道府県・市区町村は自分の故郷である必要はなく、総務大臣の指定
を受けた、任意の地方自治体に寄附できます。
③�確定申告が不要な給与所得者等は「ふるさと納税ワンストップ特例制度」により、
確定申告することなくふるさと納税制度の適用を受けられます。

POINT

1 　ふるさと納税制度の仕組み
①都道府県・市区町村に寄附をします（※）。
②�所得税の確定申告をすると、所得税「寄附金控除」の適用を受け、2,000円を上回る
寄附金額分、課税所得が減り、所得税が減少します。
　�具体的には、「｛寄附金額（総所得金額等の40％を限度）－2,000円｝×その人に適用
される所得税率（限界税率）」だけ所得税が減ります。
③�翌年の住民税において「寄附金税額控除」が適用されます。
　�ひとつは一般の寄附金税額控除で「｛寄附金額（総所得金額等の30％を限度）－
2,000円｝×住民税率（10％）」だけ住民税が減ります。
　�さらに、「（寄附金額－2,000円）×（100％－所得税率－住民税率）」（住民税（所得割）
×20％を限度）だけ住民税が減ります。
　�つまり、2,000円を超える寄附金相当額すべての税金が減ります。

※�寄附は、総務大臣の指定を受けた都道府県・市区町村に対するものに限られます。都
道府県・市区町村は指定を受けるために次の基準を満たす必要があります。①寄附金
の募集を適正に行っていること。②返礼品の返礼割合が3割以下であること。③返礼
品が地場産品であること。

第2節　住民税
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 　ふるさと納税制度の具体例2

　課税所得400万円（住民税所得割40万円）の人が7万円の寄附をした場合の所得税・住民
税の軽減額は以下のとおりです。

税金の軽減額 具体例

寄附金額
70,000 円

適用下限額
2,000 円

適用下限額
2,000 円

所得税の軽減額
（寄附金額－2,000 円）×所得税率

所得税の軽減額
（70,000 円－2,000 円）× 20％�
＝13,600 円

住民税の軽減額（基本分）
（寄附金額－2,000 円）×住民税率

住民税の軽減額（基本分）
（70,000 円－2,000 円）×10％
＝6,800 円

住民税の軽減額（特例分）
①�　（寄附金額－ 2,000 円）×（100％－
所得税率－住民税率）

②　住民税所得割× 20％
③　①または②の小さい金額

住民税の軽減額（特例分）
①�　（70,000 円－ 2,000 円）×（100％
－20％－10％）＝47,600 円
②　400,000 円×20％＝80,000 円
③　①＜②　∴47,600 円

税金の軽減額　合計 68,000 円
【計算の前提】復興特別所得税は考慮していません。

 　ふるさと納税ワンストップ特例制度3

　「ふるさと納税ワンストップ特例制度」とは、確定申告が不要な給与所得者等は、原則として
確定申告することなくふるさと納税制度が適用される、という制度です。適用には、寄附した
自治体に「ワンストップ特例申請書」を提出することが必要です。
　例外として、寄附先が5団体を超える場合には確定申告が必要になります。
　また、ふるさと納税の有無にかかわらず確定申告を行う方は、「ふるさと納税ワンストップ特
例制度」の適用はなく、ふるさと納税の適用を受けるためには確定申告書にその旨の記載が
必要となります。
　「ふるさと納税ワンストップ特例制度」は、確定申告する場合とは異なり、所得税からの控除
はなく、ふるさと納税を行った翌年の6月以降に支払う住民税の減額という形で控除が行われ
ます。
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